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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

      ません。 

回次 
第84期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第83期  

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 5,683,717 24,255,073 

経常利益（千円） 269,098 1,229,778 

四半期（当期）純利益（千円） 137,308 696,228 

純資産額（千円） 9,795,578 8,743,078 

総資産額（千円） 29,177,008 28,336,234 

１株当たり純資産額（円） 250.69 252.47 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
3.74 20.11 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － 

自己資本比率（％） 33.6 30.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△745,797 432,682 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△252,738 △291,854 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
925,127 △754,520 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
858,701 930,549 

従業員数（人） 1,032 1,012 



２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,032   

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 643   



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の生産実績を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は販売予定価額で示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の受注状況を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

主要製品の名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

船舶用電機システム（千円） 3,601,646 

発電システム（千円） 1,446,729 

制御システム（千円） 684,609 

産業機器（千円） 580,844 

合計（千円） 6,313,830 

主要製品の名称 
受注高 

（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日）

受注残高 
（平成20年６月30日現在）

船舶用電機システム（千円） 4,004,767 17,277,194 

発電システム（千円） 1,343,110 3,937,370 

制御システム（千円） 544,683 1,287,359 

産業機器（千円） 641,614 1,569,896 

合計（千円） 6,534,175 24,071,821 



(3）販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間の販売実績を主要製品別に示すと、

次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

主要製品の名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

船舶用電機システム（千円） 3,289,460 

発電システム（千円） 1,470,829 

制御システム（千円） 281,323 

産業機器（千円） 642,102 

合計（千円） 5,683,717 



２【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)業績の概況 

      当第１四半期連結会計期間における経済情勢を概観しますと、米国の景気減速に加え、原油並びに原材料価格の 

     上昇など、経営環境の急激な変化により、堅調を維持してきた企業収益にも陰りがあらわれるなど、景気の先行き 

     に不透明感が増してまいりました。一方、当社に関係の深い造船市場は、高水準の船舶建造需要を背景に堅調に推 

     移しました。 

      このような環境のもとで、当第１四半期連結業績は、鋼材等原材料価格の高騰の影響が第２四半期以降にずれ込 

     みましたほか、徹底したコストの削減策や回転機の競争力強化と増産効果を狙った大型設備投資による生産性向上 

     策が奏功し、売上高5,683百万円、営業利益259百万円、経常利益269百万円、四半期純利益137百万円を計上するこ 

     とができました。 

      主要な製品別の業績は次の通りであります。 

      船舶用電機システムについては、国内向けは増加しましたが、原材料価格の高騰や為替の動向などを考慮し、海 

     外物件の選択受注を行ったことなどもあって、売上高は前年同期並みの3,289百万円となりました。 

      発電システムについては、原油高により常用発電装置市場の低迷が続いていますが、大型の非常用発電装置の計 

     上もあって、売上高は前年同期を上回る1,470百万円となりました。 

      制御システムについては、一般産業向け配電盤が増加傾向にありますが、配電盤の大口案件が第２四半期へ納期 

     変更したこと等が影響して、売上高は前年同期を下回る281百万円となりました。 

      産業機器については、エアコンプレッサの市場低迷が続きましたが、ＬＮＧ移送用サブマージドモーターが増加 

     しましたので、売上高は前年同期を上回る642百万円となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

      当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比 

     べ71百万円減少し、858百万円となりました。 

      当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

    営業活動の結果使用した資金は745百万円となりました。 

    主な増加要因は税金等調整前四半期純利益269百万円、減価償却費147百万円、仕入債務の増加額186百万円等であ 

     ります。一方、減少要因はたな卸資産の増加額719百万円、法人税等の支払額 578百万円等によるものであります。

      投資活動の結果使用した資金は252百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出244百万円を 

     反映したものであります。 

      財務活動の結果獲得した資金は925百万円となりました。これは主に、株式発行による収入1,000百万円、配当金 

   の支払額74百万円によるものであります。 

   (3)対処すべき課題 

    当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4)研究開発活動  

  当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、44百万円であります。 

  なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 



第３【設備の状況】 
(1)主要な設備の状況 

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2)設備の新設、除却等の計画 

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 第三者割当 

     発行価格     225円 

     資本組入額    112.5円 

     割当先及び株式数 株式会社 東芝 4,445,000株 

（５）【大株主の状況】 

 当第１四半期会計期間において、株式会社 東芝から平成20年５月27日付の大量保有報告書の写しの交付が

あり、平成20年５月20日現在で21,292千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容

が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

 なお、株式会社 東芝の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者                  株式会社 東芝 

   住所                     東京都港区芝浦一丁目１番１号 

   保有株券等の数                株式 21,292,385株 

   株券等保有割合                54.46％   

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年８月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 39,095,000 39,095,000 

㈱東京証券取引所 

㈱大阪証券取引所 

各市場第二部 

－ 

計 39,095,000 39,095,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成20年５月20日 

（注） 
4,445 39,095 500,062 2,232,562 500,062 500,062 



（６）【議決権の状況】 

   当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

  記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

  ります。 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替名義の株式が16千株含まれています。また、「議  

      決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれています。 

    ２．平成20年５月20日に、第三者割当増資により4,445千株、議決権の数4,445個が発行されています。 

     

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     39,000 － －  

完全議決権株式（その他）  普通株式 34,432,000 34,432 －  

単元未満株式  普通株式    179,000 － －  

発行済株式総数 34,650,000 － － 

総株主の議決権 － 34,432 － 

平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 西芝電機株式会社 
 兵庫県姫路市網干区 

 浜田1000番地 
39,000 － 39,000 0.11 

計 － 39,000 － 39,000 0.11 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 

最高（円） 301 258 273 

最低（円） 221 237 230 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年６月30日）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。 

 なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から

名称変更しております。 



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 858,701 930,549

受取手形及び売掛金 10,469,684 10,528,817

製品 1,814,451 1,253,177

原材料 370,295 391,756

仕掛品 2,142,162 1,961,930

その他 635,689 778,551

貸倒引当金 △48,163 △66,327

流動資産合計 16,242,822 15,778,456

固定資産   

有形固定資産   

土地 8,457,340 8,457,340

その他（純額） ※1  2,276,398 ※1  1,921,295

有形固定資産合計 10,733,738 10,378,636

無形固定資産 129,459 139,034

投資その他の資産 2,070,987 2,040,106

固定資産合計 12,934,186 12,557,777

資産合計 29,177,008 28,336,234

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,139,737 5,954,752

短期借入金 2,250,000 2,250,000

未払法人税等 12,510 562,944

引当金 161,311 147,097

その他 2,142,120 1,974,294

流動負債合計 10,705,680 10,889,088

固定負債   

長期借入金 1,700,000 1,700,000

退職給付引当金 3,629,163 3,601,246

その他の引当金 77,389 133,625

再評価に係る繰延税金負債 3,269,195 3,269,195

固定負債合計 8,675,749 8,704,067

負債合計 19,381,429 19,593,156



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,232,562 1,732,500

資本剰余金 500,062 －

利益剰余金 2,220,865 2,187,388

自己株式 △7,365 △7,165

株主資本合計 4,946,124 3,912,722

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 108,245 90,899

土地再評価差額金 4,745,099 4,745,099

為替換算調整勘定 △8,485 △10,499

評価・換算差額等合計 4,844,859 4,825,499

少数株主持分 4,594 4,855

純資産合計 9,795,578 8,743,078

負債純資産合計 29,177,008 28,336,234



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 5,683,717

売上原価 4,398,054

売上総利益 1,285,662

販売費及び一般管理費 ※1  1,026,487

営業利益 259,174

営業外収益  

受取利息 72

受取配当金 2,243

不動産賃貸料 10,930

貸倒引当金戻入額 18,163

その他 6,891

営業外収益合計 38,301

営業外費用  

支払利息 11,984

株式交付費 6,757

その他 9,636

営業外費用合計 28,377

経常利益 269,098

税金等調整前四半期純利益 269,098

法人税、住民税及び事業税 34,615

法人税等調整額 97,659

法人税等合計 132,275

少数株主損失（△） △485

四半期純利益 137,308



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 269,098

減価償却費 147,336

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,163

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,836

その他の引当金の増減額（△は減少） △42,021

受取利息及び受取配当金 △2,315

支払利息 11,984

有形固定資産除却損 2,618

無形固定資産売却損益（△は益） △1,274

売上債権の増減額（△は増加） 57,772

たな卸資産の増減額（△は増加） △719,820

その他の流動資産の増減額（△は増加） 21,198

その他の固定資産の増減額（△は増加） 8,176

仕入債務の増減額（△は減少） 186,126

その他の流動負債の増減額（△は減少） △116,619

小計 △168,067

利息及び配当金の受取額 2,315

利息の支払額 △1,746

法人税等の支払額 △578,298

営業活動によるキャッシュ・フロー △745,797

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △244,113

無形固定資産の取得による支出 △9,335

無形固定資産の売却による収入 3,547

その他の支出 △6,465

その他の収入 3,628

投資活動によるキャッシュ・フロー △252,738

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 1,000,125

配当金の支払額 △74,798

その他 △199

財務活動によるキャッシュ・フロー 925,127

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,560

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,848

現金及び現金同等物の期首残高 930,549

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  858,701



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【簡便な会計処理】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更 

  「たな卸資産」 

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産については、従来、主として個別法

による原価法によっておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号 平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として個

別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しておりま

す。 

 これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ17,418千円減少しております。 

（2）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、

「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．棚卸資産の評価方法   当第１四半期連結会計期間末における

 棚卸高の算出については、実地棚卸を省

 略し、前連結会計年度末に係る実地棚卸

 高を基礎として合理的な方法により算出

 する方法によっております。 

  また、棚卸資産の簿価切下げに関して

 は、収益性の低下が明らかなものについ

 てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

 げを行う方法によっております。 



【追加情報】 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社の機械装置については、従来、耐用年数を７～11年

としておりましたが、当第１四半期連結会計期間より５～

７年に変更しました。 

 この変更は、平成20年度の法人税法の改正において機械

装置の耐用年数が変更されたことに伴い、当第１四半期に

機械装置の利用実態を確認しました結果、現行適用してい

る耐用年数が利用実態から大きく乖離していたため行った

ものであります。 

 この結果、従来の方法に比較して、減価償却費が28,097

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は同額減少しております。 



【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、9,077,902千 

  円であります。 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、8,988,712千 

  円であります。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。  

 従業員給料及び手当 321,367千円 

 役員賞与引当金繰入額 6,250  

 退職給付引当金繰入額 39,968  

 役員退職慰労引当金繰入額 15,377  

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借 

  対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成20年６月30日現在）

  （千円）

 現金及び預金勘定 858,701 

 取得日から３ヶ月以内に償還 

 期限が到来する短期投資 
－ 

 現金及び現金同等物 858,701 



（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          39,095千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式            39千株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

５．株主資本の金額の著しい変動  

 当社は、平成20年５月20日付で、株式会社 東芝から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当

第１四半期連結会計期間において資本金が500,062千円、資本準備金が500,062千円増加し、当第１四半期連結

会計期間末において資本金が2,232,562千円、資本準備金が500,062千円となっております。 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年４月28日 

取締役会 
普通株式 103,832 3 平成20年３月31日 平成20年６月11日 利益剰余金 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

  当社グループの事業区分は単一であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 当第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

 の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日 至  平成20年６月30日） 

      海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 250.69 円 １株当たり純資産額 252.47 円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

 いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 3.74 円

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純利益（千円） 137,308 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 137,308 

期中平均株式数（株） 36,662,072 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月８日

西芝電機株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 檀上 秀逸  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 早川 芳夫  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上原  仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西芝電機株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西芝電機株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

以 上 
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